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 以上ⅰ），ⅱ），ⅲ）の 3 点が病院経営に関する我々の時代認識である。 
 
ⅳ）国民総生産（GDP）との関係 
 2003 年度の国民医療費は 31 兆 5375 億円であり，国民一人当たりの国民医療費は 24 万 7100
円となっている。国民医療費の国民所得に対する割合は 8.55％となっており，近年 GDP の伸
びがゆるやかになっているのに対して， 2025 年には「政府の見解によれば，国民医療費は（現
在の 2 倍以上の）65 兆円となる」（『朝日新聞』2005 年 12 月 15 日）とも言われており，国民医療費
の伸びは大きくなっている（図１参照）。 
















































井は 2005 年 4 月に「病院経営研究会 in 京都」を立ち上げている。 
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区  分 大  学 附属病院 消去又は全社 合  計 
     
業 務 費 用 117,589,803 46,665,452 7,586,744 171,842,000 
業 務 収 益 118,668,763 49,117,393 9,333,590 177,119,747 
 運営費交付金収益 63,611,831 15,071,290 7,497,546 86,180,669 
 学生納付金収益 16,005,489 － 184,878 16,190,367 
 附属病院収益 － 29,956,901 － 29,956,901 
 外部資金 26,080,770 2,813,876 571,445 29,466,092 
その他 12,970,671 1,275,325 1,079,720 15,325,717 
業 務 損 益 1,078,959 2,451,941 1,746,846 5,277,747 
     















区  分 大  学 附属病院 消去又は全社 合  計 
     
損益外減価償却累計額 10,149,961 15,378 1,821,719 11,987,060 























表 2 自治体やその他公的病院，社会保険関係団体立病院の医業収支率 
 
医業収支率 病院数 （％） 病院数 （％） 
70.0％未満 113 8.3％ 
70.1％～075.0％ 60 4.4％ 
75.1％～080.0％ 82 6.0％ 
80.1％～085.0％ 120 8.8％ 
85.1％～090.0％ 178 13.0％ 
90.1％～095.0％ 233 17.0％ 






100.1％～105.0％ 241 17.6％ 
105.1％～110.0％ 48 3.5％ 












同調査をさらに細かく見ていくと，自治体では 892 病院（91.9％）が赤字であり，わずか 79
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びその連合会，国民健康保険組合が運営する病院が含まれる。ここまでの国，公的医療機関，
社会保険関係団体が公的病院である。 
 ここで，表 3 を参照すると，公的病院は全体の病院の約 2 割，病床数では約 3 割を占めてい
るが，私的病院，つまり医療法人や株式会社などが開設する病院は，全体の施設数の約 8 割，
全体の病床数の約 7 割を占めていることがわかる。私的病院の中には前記 2 者のほか，開設者
が公益法人やさらには個人があるが，なかでも医療法人が開設している病院は 5,643 病院で総
施設数の 62.16％，病床数は 830,600 床で，総病床数の 50.91％を占めている。このように施
設数・病床数ともに開設者が医療法人である病院が公的病院よりもはるかに多い。 
 
表 3 開設者別にみた施設数及び病床数    
（平成 16 年 9 月末現在）
 
 
開 設 者 施 設 数 病 床 数 
国 304 3.3% 127,083 7.8% 
 厚生労働省 22 0.2% 13,177 0.8% 
 独立行政法人国立病院機構 154 1.7% 60,620 3.7% 
 国立大学法人 49 0.5% 32,897 2.0% 
 独立行政法人労働者健康福祉機構 38 0.4% 14,680 0.9% 
 その他 41 0.5% 5,709 0.3% 
     
公的医療機関 1,378 15.2% 355,771 21.8% 
 自治体 1,074 11.8% 254,246 15.6% 
  都道府県 312 3.4% 87,201 5.3% 
  市町村 762 8.4% 167,045 10.2% 
 その他公的病院 304 3.3% 101,525 6.2% 
  日赤 92 1.0% 39,116 2.4% 
  済生会 78 0.9% 21,518 1.3% 
  北海道社会事業協会 7 0.1% 1,955 0.1% 
  厚生連 123 1.4% 38,290 2.3% 
  国民健康保険団体連合会 4 0.0% 646 0.0% 
       
社会保険関係団体 128 1.4% 36,778 2.3% 
全国社会保険協会連合会 52 0.6% 14,747 0.9% 
 厚生年金事業振興団 6 0.1% 2,252 0.1% 
 船員保険会 3 0.0% 816 0.1% 
 健康保険組合及びその連合会 18 0.2% 3,423 0.2% 
 共済組合及びその連合会 47 0.5% 15,094 0.9% 
 国民健康保険組合 2 0.0% 446 0.0% 
     
公益法人 402 4.4% 94,540 5.8% 
医療法人 5,643 62.2% 830,600 50.9% 
学校法人 100 1.1% 52,194 3.2% 
社会福祉法人 168 1.9% 29,850 1.8% 
医療生協 77 0.8% 12,188 0.7% 
会 社 59 0.6% 13,006 0.8% 
その他の法人 59 0.6% 10,025 0.6% 
個 人 760 8.4% 69,465 4.3% 
     
総 数 9,078 100.0% 1,631,500 100.0% 
 








2 規模別（20 床，100 床，400 床），機能別（急性期，療養期） 
 ここでの分類は，20 床未満を一般診療所，20～99 床を小病院，100～399 床を中病院（地域
中核病院），400～999 床以上を大病院（教育・研究病院），1000 床以上を超大病院とする。同様
に厚生労働省「医療施設（動態）調査 2004 年 9 月末」を参考すると，20 床未満の一般診療所
は 14,765 施設あり，全体の約 61.9%を占め，20～99 床の小病院が 3,616 施設（約 15.2%），100




















                                                          
2）急性期の入院を対象とした包括支払い方式で，包括部分については疾病別に一日当たり定額になっている。 


















      ＜病院の取り組む三事業＞         ＜病院のタイプ（型）＞ 
        ★教育・研究              ★教育・研究重視型 











































表 4 医業費用想定標準 
 
 標準割合 修正割合 
H0 看護師 22.0% 23.6% 
   
H1 医薬師 14.0% 15.0% 
 医師 13.4% 14.4% 
 薬剤師 0.6% 0.6% 
   
H2 コメディカル 6.0% 6.5% 
   
H3 間接人件費 6.0% 6.5% 
 事務・管理 3.6% 3.9% 
 一般・労務 2.4% 2.6% 
   
M1 医事費 32.0% 34.4% 
 医薬品 14.4% 15.5% 
 診療材料 15.6% 16.8% 
 給食 1.3% 1.4% 
 外部委託 0.7% 0.8% 
   
M2 医療機器 6.0% 6.5% 
   
E 間接経費 14.0% 7.5% 
E1 水光熱など物件費 7.0% 7.5% 
E2 建物等減価償却費 7.0%  
P 医業利益   
   
総  計 100.0% 100.0%  
誤差は 1％以内
  
       再掲                            
極限費（H0+M1） 54.0% 58.0% 
最小費（H0+H1+M1） 68.0% 73.0% 
人件費 48.0% 51.5% 
間接費（H3+E） 20.0% 14.0% 
 
注 1）三定：医薬分業を前提 

















率である。表 4 の「医業費用想定標準」を参考にして，医業収支率を基に回収状況を Stage ご
とに見ていくと，Stage 8 で M1＋H0（医事費+看護師費＝極限費）が医業収支率 54％，それに
H1（医薬師），H2（コメディカル）・・と足していくことになる。それらを積み上げ，最終的に

































図 4 病院を取り巻く関係者 
 
病 院 































































































                                                          
3）Diagnosis Procedure Combination 
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